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平成 7 年の阪神・淡路大震災では地下鉄大開駅上床版が陥没し、安全であるといわれてきた地下構造物に対しても耐

震の必要性が求められてきています。当地区は特に東海地震等の予測が顕著であり、既存構造物の耐震が重要視され

ています。今回、名古屋市にある地下構造物の耐震診断を行いましたので報告いたします。 

 
 

１．はじめに  

阪神・淡路大震災の被害を受けて「既存の鉄道構

造物に係る耐震補強の緊急措置について・同解説」

が運輸省鉄道局（平成７年７月２６日）より各関係

機関に伝えられました。これを受け、一般利用者が

多数である地下構造物の耐震診断を行う機会があ

りました。 

診断構造物は、土被り３ｍ程度の一層三径間地下

構造物で、診断により緊急の耐震補強が必要かどう

かの判断を行いました。 

阪神・淡路大震災の被害の特徴として、高架橋の

柱、開削トンネルの中柱等のコンクリート構造物が

激しい地震動によりせん断破壊をおこし、高架橋の

落橋や開削トンネル駅の崩壊につながったことが

挙げられます。このことから、構造物崩壊の回避を

目標とする診断が求められております。 

診断は、構造物内特に応力の集中しやすくせん断

破壊の危険性が高い中柱に着目し、大規模地震相当

の耐震解析で中柱がせん断先行型の破壊形態か曲

げモーメント先行型の破壊形態かを計算します。も

し中柱がせん断先行型の破壊形態であると判断さ

れれば、耐震補強が必要となります。 

診断対象構造物は昭和４０年代の設計であり設

計構造モデル、荷重等現在の設計モデルとはかなり

異なる設定でありました。診断ではそのあたりの条

件整理を行い、トンネル標準示方書（開削工法編）

・同解説（平成８年版）に準拠しかつ鉄道構造物等

設計基準・同解説 耐震設計編（平成１１年版）を

参考とし静的非線形解析を行いました。 

診断の結果、大地震時に中柱はせん断破壊を起こ

す前に曲げ破壊が生じる構造であると判断されま

した。 

次項より詳細な解析について報告します。 

 

＊技術士（建設部門） 

＊＊技術士（建設部門、総合監理部門） 

 

 

２．地下構造物の耐震設計 

（１）耐震設計フロー 

 地下構造物（地下鉄の駅舎などの開削トンネル）

においては、下記に示すフローを基本に耐震設計を

実施している。 

 

 

（２）想定地震動 

Ｌ１地震動：耐用期間内に数回程度発生する地震動 

Ｌ２地震動：耐用期間内に発生する確率は低いが、

非常に強い地震動 

Ｌ２地震動は断層調査に基づき、海洋型地震(ス

ペクトルⅠ)、内陸型地震(スペクトルⅡ)等を考慮

する。 

（３）耐震性能照査 

ａ）破壊形態の検討 

 終局状態でせん断破壊が生じないように、曲げ破

壊モードを確保する。 

ｂ）耐震性能の確保 

Ｌ１地震動に対しては､耐震性能Ⅰ(地震後にも補

修せずに機能を確保でき、かつ過大な変形を生じな

い)、Ｌ２地震動に対しては耐震性能Ⅱ(地震後に補

修を必要とするが、早期に機能が回復できる)を満

足するものとする。 

 



 

 

３．条件とモデル化 

（１）断面形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地盤条件 

 地盤状況は図-１であり、名古屋地盤図より表-１

の地盤条件とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１ 地盤状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-１ 地盤条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（３）地盤のモデル化 

 地盤条件より、せん断弾性波速度を算出し、設計

地盤バネ値を求めた。（図-２） 

 

図-２ 地盤バネ値 

 

４．解析 

（１）設計荷重 

 地震の影響を表わす荷重としては、地盤変位及び

慣性力がある。（図-３） 

 

図-３ 地震時荷重モデル 

 

地盤変位量は下記地盤変位式により求め、 

 

 

計算した変位量を図-４に示す。 

 

図-４ 構造物と変位量の関係 

 

（２）地震時荷重割増 

 検討で用いる破壊形態照査は、通常計算で求めた

地震時荷重を 1.5 倍して計算する。これが地震時荷

重割増である。今回検討構造物のある当該地区が活

断層研究会編「日本の活断層」分布図より活断層な

しと判断されたため、割増率の距離補正を行った。 

 

 

 

内陸型地震対応（スペクトルⅡ）の距離補正は、構

造物の建設地点と活断層との距離によるものであ

り（図-５）、計算の結果、応答加速度値は 1700gal

から 1170gal となり、割増は、1.05 倍となった。（解

析プログラム内で処理） 

 

 
 

図-５ 距離補正フロー 

 

解析に必要な荷重は、初期値としての常時荷重と、

加えるべき地震時荷重である。今回の構造物は左右

対称であるため、地震時荷重の作用方向は一方向の

みとした。（図-６） 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-６ 荷重図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

５．結果 

静的非線形解析プログラムを用いて得られた破

壊形態の判定結果の抜粋を以下に示す。 

 

 

ここで、破壊モードは M:曲げ破壊モード  

           S:せん断破壊モード  

 

診断に必要な項目は要素番号 50～56、57～63 の

２つの中柱の破壊形態であるが、上記の結果によれ

ば、いずれも曲げ破壊モードとなった。 

このことから、緊急な柱補強の必要はないと判断

される。 

 

 

 

６．おわりに 

今回の診断で、大地震時の中柱せん断破壊は回避

されると推測できました。 

診断にはトンネル標準示方書（開削工法編）・同

解説（平成８年版）を基準として計算しました。今

まで地下構造物の設計は、地震時に地盤とともに挙

動する考えから耐震を考慮することは少なかった

のですが、新設鉄道地下構造物では、耐震設計とし

て鉄道構造物等設計基準・同解説 耐震設計編（平

成１１年版）も発行され、計算が必要とされており

ます。当地域は、太平洋沿岸フィリピン海プレート

のもぐり込みによる東海地震のほか、東南海地震、

南海地震の可能性が示唆されています。このような

ことから、既存地下構造物の安全性を照査するた

め、耐震診断しておくことが必要であると考えま

す。 

最後に本稿掲載に対しご理解いただいた関係各

位に紙面を借りて感謝の意を表わします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


